
群馬東部水道企業団における

水道事業広域化と官民連携

株式会社日水コン 水道事業部顧問 大隅 良也

1

（公社）全国上下水道コンサルタント協会 技術・研修委員会主催

2022年度技術研修会「広域化・共同化」



水道事業広域化の上善如水

『上善如水』
ご存知のとおり、この言葉には「争うことを避け、水のごとく低いと
ころへ流れていき、人々と調和をもって暮らしていくことが大事」と
いうメッセージがあります。
「広域化」も実は同じところがあり、構成する団体が自我に毒され、
主張だけを繰り返すのであれば、決して結実するものではありません。
たとえ、「広域化」が達成されなくても、水道事業は隣人を大切にし
なければなりません。
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群馬東部水道
広域化 序章
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研究会設立に至る背景① ～両毛６市～

佐野市

足利市

太田市

桐生市

桐生市

みどり市

館林市
渡良瀬川

両毛地域水道事業管理者協議会

都市名

•供用開始

太田市

• S12.12.02

桐生市

• S07.04.01

館林市

• S32.05.01

みどり市

• S37.09.24

足利市

• S06.04.01

佐野市

• S14.06.06

主な活動内容等

•災害応援協定締結

•応援接続管路１７箇所

•年6回に及ぶ各種会議

•実務レベルでの研修会

•30年の歴史を持つ

歴史あるコミュニティ
両毛６市

群 馬 県 栃 木 県

歴史ある水道コミュニティである「両毛６市」。腹を割ってお
互いの課題や問題を話し合える相手が、この地域には存在
していました。
今回の「群馬東部広域化」では、この６市の半分となる太
田市・館林市・みどり市が参加表明をし、核となって広域化
が進められていきます。
隣人を大切にする精神から生まれたものかもしれません。

lll 両毛６市コミュニティが広域原点 lll
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東毛
４市

邑楽
５町

用水
供給
事業

栃木
県２
市

渡良瀬
流域
統合

群馬県企画課様案内

「地域・大学連携モデル事業」

将来を見据えた方向

桐生市

みどり市

太田市

館林市

H２２

研究会設立に至る背景② ～地域・大学連携事業～
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研究会設立に至る背景③ ～広域連携ＷＧ～

水ビジネス支援活動～広域連携検討ＷＧ

地域経済活性化のための公営水道事業における官民連
携の推進支援

広域化事例として両毛地域の水道事業が抱える課題を
効果的に解決すると共に、地域経済の発展に貢献できる
ような広域連携手法を検討

板倉町 明和町 千代田町 大泉町 邑楽町

構成団体
都市名 太田市 館林市 みどり市

群馬東部３市５町の構成団体完成

このメンバーによる広域連携スタート

lll 行政広域圏が３つ存在 lll
消防・ゴミ・斎場等を共同で処理する行
政広域圏が、この広域化フレーム内に３
つ存在しています。これらを乗り越えて、水
道事業はより大きなサイズでの経営を選
択しています。

H２３
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団体名 給水人口 一日平均給水量 団体名 給水人口 一日平均給水量

板倉町 １５，６３６ ７，０１８ 太田市 ２１５，９００ ８２，７７３

明和町 １１，６２５ ５，４５１ 館林市 ７７，９５８ ３０，０２４

千代田町 １１，３０９ ５，３７１ みどり市 ４８，７６６ １９，０９０

大泉町 ３９，７４９ １６，２０８ 合計 ４４７，９２８ １７５，８３２

邑楽町 ２６，９８５ ９，８９８

団体名 事業収益 事業費用 団体名 事業収益 事業費用

板倉町 ３１１，０２７ ３１０，８８８ 太田市 ４，３６４，０９８ ４，１２８，４４１

明和町 ２２６，８６４ ２２１，６５９ 館林市 １，６９１，６８９ １，４９２，０５５

千代田町 ２４２，２１０ ２２８，４１２ みどり市 ９５２，９６６ ８９１，４５１

大泉町 ６４２，００７ ６０６，８３６ 合計 ８，９２１，９８０ ８，３６９，９３２

邑楽町 ４９１，１１９ ４９０，１９０

参考資料①

H24DATA：人口単位：人給水量単位：ｍ３構成団体の給水人口・給水量と事業収支

群馬東部広域水道 構成団体規模

H24DATA：収益＆費用単位：千円

●事業規模：給水人口44.7万人・事業収益89億円
●群馬県内最大規模水道事業体lll 人口規模格差19倍 lll

太田市と千代田町の給水人口格差は、約19倍。単に
規模だけでなく、広域前の水道事業では、様々な基準
が異なります。
広域化はそれを乗り超えて進めて行かなければなりませ
ん。相互理解が必要です。 7



群馬東部水道
広域化 実践
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広域連携
検討ＷＧ

•事業統合構想

•ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ策定

•地域経済効果

広域検討
研究会設置

•各市職員派遣

•コンサル業務委
託（基本構想・基
本計画策定）

•統合協定準備
（議会説明等）

事業統合

協議会設置

•メンバーは各首
長

•統合協定書締結

•厚労省様国庫補
助申請準備

企業団設立
準備室設置

•法的手続の開始

•事業認可申請

•規約・条例等素
案策定

•各部門別WG設
置

企業団設立

•新たな水道事業
フレーム

•新たな水道事業
組織

Ｈ２３～Ｈ２４．０３ Ｈ２４.０４～Ｈ２５.０９ Ｈ２５.１０～Ｈ２６.０３ Ｈ２６.０４～Ｈ２８.０３ Ｈ２８．０４．０１

広域化ロードマップと調整事項

『群馬東部水道企業団』設立までのロードマップ

２年以内 ２年以内

スケジュールでは、国庫補助申請をターゲットとしています。

ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ２ ＳＴＥＰ３ ＳＴＥＰ４ ＳＴＥＰ５
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各市長・町長様へ
次のステップへの推進について

ＳＴＥＰ１ ロードマップ上の転換点（ボトムアップからトップダウン））

ＳＴＥＰ１ Ｈ２３～Ｈ２４.０３ 広域連携検討ＷＧ

□ＷＧ → 広域化におけるメリット検証とロードマップ策定

□平成２４年５月３１日 ８構成団体首長会議
・各市町長へ広域化研究推進の打診
・ＷＧ結果を受け、研究会立ち上げを全首長承認
・この時点で ボトムアップ → トップダウンへ
・統合時期を明確化＜戦略的な目標時期設定＞

トップ説明はイメージ資料からメリットをフォロー。
デメリットは、ほとんど見あたらないとした。

太田市 館林市 みどり市

板倉町 邑楽町大泉町千代田町明和町
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5月

8月

1月

各事務所開所準備

各事務所開所

名称変更等準備（リストアップ）
財産処分・事務継承準備

水道事業廃止条例上程準備
各種説明会開始
ＨＰ等ＰＲ開始
議員人事準備
派遣職員関連準備
H28企業団予算準備

理事者会議開催（職員出席）

協議会開催（職員出席）

規約議案上程準備

企業団規約上程

群馬東部水道事業統合協議会～群馬東部水道企業団設立に関するロードマップ

名称変更等準備（許可・認可等）
財産処分・事務継承準備

水道事業廃止条例上程依頼
H28企業団予算準備
理事者会議準備
各団体議会議員選任依頼
各種説明会開始
ＨＰ等ＰＲ開始

企業団議会準備
H28企業団予算内示

構成団体議会 厚生労働省・群馬県 各構成団体

H26

各構成団体に規約案議会上程依頼

水道事業廃止条例上程

H27

4月
＜厚生労働省＞
　　創設事業認可申請協議開始

準備室等調整事項項目 協議会

3月
＜第５回協議会＞
　　企業団規約
　　協議事項総括

6月
＜６月定例会＞
　　企業団規約案上程
　　広域事業総括説明

7月
＜第６回協議会＞
　　財産処分等協定書案

＜群馬県＞
　　企業団設置許可申請

9月
＜群馬県＞
　　企業団設置許可予定

10月

11月
＜理事者会議＞
　　企業長等選任
　　第１回企業団議会概要説明

＜厚生労働省＞
　　創設事業認可予定

企業団　第１回議会（企業団条例・企業団Ｈ２８予算上程予定）

12月

＜１２月定例会＞
    各水道事業廃止条例上程
　　企業団議会議員選挙
　　理事者会議概要説明

＜厚生労働省・群馬県＞
　　廃止届提出

H28 4月

2月

3月

企業団事業開始（認可）

企業団組織設置
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研究会による基本構想・基本計画策定へ

ＳＴＥＰ２ 広域研究会設置（基本構想・基本計画策定）

ＳＴＥＰ２ Ｈ２４.０４～Ｈ２５.０９ 広域検討研究会設置

□平成２４年７月２日 群馬東部水道広域研究会設立
・組織・運営・会議等について決定
・基本構想・基本計画策定についてコンサル業務委託

□基本構想（Ｈ２７～Ｈ６２） 首長説明
・各構成団体事業評価と課題抽出
・広域化で目指す将来目標を設定
・施設統廃合等を重視した基本方針決定

□基本計画（Ｈ２７～Ｈ３６） 首長説明
・基本構想をベースに各事業計画策定
・事業計画を反映させた財政計画を策定
・広域化メリットの再検証

料金問題は研究終了後に。

将来的な供給単価は、計画策定後で相互理解。
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安心安全

•再構築整備事業（施設統廃合）

•新たなフレームでの水運用

強靱

•国庫補助活用による更新
事業加速

•従前より１６０％のスピード
で施設更新

サービス持続

•持続可能な事業計画１０
年間黒字確保

•単独事業では、８年後以内
に全団体赤字転落

ＳＴＥＰ２ 戦略目標と達成方針

みどり
市

太田
市

邑楽
町

大泉
町

千代
田町

館林
市

明和
町

板倉
町

再構築整備事業イメージ
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ＳＴＥＰ２ 基本構想・基本計画の広域化メリット① ～統廃合～

人口減少という需要縮小に合わせた供給施設の調整

稼働浄水場

H36までに廃止予定浄水場

H62までに廃止予定浄水場

H24 H36 H62

22
浄水施設数

14 10▲8 ▲4

８施設廃止統合 ４施設廃止統合

【群馬県東部地域】

53,712

163,518

81,450

施設能力
の56％

施設能力
の73％

施設能力
の70％

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

水源水量 H23 H36 H62

（m3/日）

施設能力277,028m
3
/日

201,761 193,579

155,804

lll 40年後は施設稼働率が５６％に lll
今後40年間では、重要な施設が更新時期を迎えることとなります。
この時、ダウンサイズが進められるとしても、施設数等はほぼ変わりません。
縮小する事業に対し、有効な施設配備を検討できるのは、やはり広域化等による規模集
約が必要です。

基本構想・計画では、10年後までに8施設を、40年後までに12施設を廃止
することを計画しています。
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損
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赤字転落

黒字確保

太田市 館林市 みどり市 板倉町 明和町 千代田町 大泉町 邑楽町

Ｈ３４
赤字

Ｈ３４
赤字

Ｈ２９
赤字

Ｈ２５
赤字

Ｈ２８
赤字

Ｈ２８
赤字

Ｈ２８
赤字

Ｈ２８
赤字

広域企業団経営

Ｈ３６まで 黒字確保

広域化ケース 単独ケース（群馬東部合算値）

損益分岐シミュレーション

広域化による財政シミュレーション

ＳＴＥＰ２ 基本構想・基本計画の広域化メリット② ～財政状況～

単独経営
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

広域化
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
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ＳＴＥＰ２ 基本構想・基本計画の事業計画 ～事業費と削減効果～

事業費

再構築事業費→広域化に伴う施設統廃合関連事業費

平成27年度～平成36年度 約５４億円

更新需要算定費→経年化施設更新費用

平成27年度～平成36年度 約２８３億円

交付金
活用

広域化交付金活用→補助率１／３・上記事業対象

平成27年度～平成36年度 約９７億円

削減効果
施設統廃合に伴う維持管理費等の削減効果

平成27年度～平成36年度 約１７億円

包括業務委託拡充に伴う人件費等合理化削減効果

平成27年度～平成36年度 約２５億円

広域化に伴う交付金及び削減効果総額

平成27年度～平成36年度 約１３９億円

整備計画事業の促進へ
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８団体首長による統合協定調印

ＳＴＥＰ３ 事業統合協議会設置（協定調印）

ＳＴＥＰ３ Ｈ２５.１０～Ｈ２６.０３ 事業統合協議会設置

□平成２５年１０月２１日 水道事業統合協定調印式

□今後、企業団設立に向けて組織構築のための協議会設立
□国庫補助申請業務スタート
□事業統合に向けた事務事業ＷＧを組織

□平成２５年１１月２６日 事業統合協議会設立

□協議会メンバーは８団体首長
□実質的な新企業団創設のための組織
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群馬県東部水道事業統合基本協定調印式（８構成団体首長の決意の握手））

ＳＴＥＰ３ 事業統合協議会設置（協定調印）
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GO!

ＳＴＥＰ３ 事業統合協議会設置（ロードマップ）

H25.10.21

H25.11.26
H28.04.01

事業メニュー

19



水道統合準備室設置

ＳＴＥＰ４ 事業統合準備室設立

ＳＴＥＰ４ Ｈ２６.０４～Ｈ２８.０３ 事業統合のための準備期間

□平成２６年４月１日 統合のための専門部署である統合準備室設置

□事務事業WGを５部会設置 → セクション毎の協議スタート
□事業認可申請準備業務スタート

□基本構想・基本計画に基づく具現化作業スタート

□企業団設立・創設認可申請・交付金申請準備

□企業団設置に向けたアクションプランを設定

「技術・サービス・管理の基準」を平準化するための組織プラン策定へ
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群馬東部水道企業団設立

ＳＴＥＰ５ 群馬東部水道企業団設立

ＳＴＥＰ５ Ｈ２８.０４～ 事業統合

□平成27年6月 「群馬東部水道企業団の設置について」構成市町議会で議決

□平成27年10月１日 「群馬東部水道企業団」を設立

□平成28年3月29日 「群馬東部水道企業団水道事業経営創設認可」を取得

□平成28年4月1日 群馬東部水道企業団の事業開始

統合後：官民連携を推進【官民出資会社設立へ】

21



ＳＴＥＰ5 広域化を振り返って

・両毛地域水道事業管理者協議会
広域化の議論開始

・群馬東部水道広域研究会設立
３市５町の枠組み決定

・群馬東部水道企業団スタート
H28

H24

H21 企業団スタート
まで約７年

・広域化後に調整可能な大きな課題は広域化後に調整することとした。

・包括委託により通常業務を離れ、広域化の事務調整に時間を割くことができた。

まずは広域化

官民連携の推進

POINT

POINT
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広域化後の施策 官民出資会社設立へ

●事業範囲の拡大

●事業領域の拡大 ●事業期間の拡大

広域化対応のPPP拡充

増加する業務量 縮小する企業団組織

官民出資会社 群馬東部水道サービス設立

GTSS 将来像

包括委託業務の遂行 民間技術・ノウハウ活用 地域経済ビジネス展開

広域化後の業務を担うスキームが必要

現在の民担当業務

官担当業務から民担当業務へ

現在の官担当業務

縮小が予定される
官担当業務
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取水場 浄水場 配水場

導水管 送水管

料金
水道

事務

配水管

給水装置

回収

財務

会計

資産第三者委託

水源

包括業務委託範囲

運転管理・水質管理・保守・メンテナンス

給水管

●民間委託範囲として考えられる業務範囲●

施設 管路（給水管除） 給水 料金・水道事務

・運転管理業務
・水質管理業務
・保守点検業務
・危機管理業務
・衛生管理業務
・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ管理業務

・管路点検業務
・管路修繕業務
・管路図保守管理業務
・本管等漏水調査業務
・占用更新等各種補助業務

・給水窓口受付業務
・設計審査・検査補助業務
・給水台帳更新管理業務
・給水図面更新管理業務
・メーター交換業務
・給水管漏水修繕業務

・料金徴収業務
・各種保守管理業務
・各種委託管理業務
・予算決算事務補助業務
・固定資産台帳管理業務
・貯蔵品等調達業務

●2つのプランをメインとした整備事業●

●広域化による施設統廃合をメインとする整備計画

●経年劣化した設備・管路を耐震化を含み進める更新計画

広域化に伴う再構築事業

既存施設・管路老朽化更新事業

群馬東部水道サービスの委託業務範囲

24



(株)群馬東部水道サービス業務

●スキーム 官民共同出資による株式会社設立

●設立日 2016年12月21日

●出資金 ２００，０００，０００円

●出資比率 群馬東部水道企業団 ５１％

民間構成員 ４９％

●組織 取締役 ５名

監査役 ２名

●基本データ●

●業務概要●

業務委託・建設工事等の十分な実務経験[経 験]

[内製化]

[スキル]

再委託に頼らない内製化の高いチーム編成

人材・技術にビジネ展開が可能なスキル

－

－

－

全事業的オーダーに対応できるコンソーシアムの耐性

区分 包括業務委託＆建設事業 担当構成員

3条業務

1.施設維持管理・業務経営サポート等包括業務 －

1.1浄水場及び関連施設管理業務 明電舎

1.2管路施設管理業務 ＡＢＳ

1.3給水装置関連業務 ＡＢＳ

1.4水道料金徴収業務 ＧＣＣ自治体サービス

1.5水道事務管理業務 ＡＢＳ

4条業務

1.6水道施設ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞｼｽﾃﾑ等の構築・保守業務 ＡＢＳ

2.広域化に伴う施設再構築に係る施設整備業務（DB方式） 明電舎

3.広域化に伴う施設再構築に係る管路整備業務（DB方式） クボタ

4.既存施設・設備の老朽化に伴う更新整備業務（DB方式） 明電舎

5.既存管路の老朽化に伴う更新委託業務（CM方式） クボタ

6.その他事業における関連委託業務（CM方式） クボタ
25



水道事業の

広域化とは

26



トピックス① アセットマネジメントの実行
資産・資金の両面によるシミュレーションから、事業計画から意志決定までを可能とします。
現状の課題は、アセットマネジメントを導入している団体は増えたが、その対策を具現化しているかという点。
対策の実行から、プラン実現へのスタートとしたい。

アセットマネジメント

（ＡＭ）

資産管理

意志決定

資金管理

事業計画

【施設の老朽化は進行しているか】
アセット基準･管理整理
施設整備計画等反映
重要度･緊急度検討反映
中長期財政プラン構築

【有言実行こそ意味
を持つ】
計画の実効性の検証
将来への意思決定
実現への推進

【黒赤はどうなのか】
適正な供給単価
将来の資金予測
財政中長期プラン構築

【事業計画から始まる】
将来需要予測
施設整備計画
技術・サービスの基準
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トピックス② 人口減少時代の事業プラン

広域化やＰＰＰは、事業基幹に大きな変化をもたらします。
検討段階では、アセットマネジメント等のツールを使用してシミュレーションをされるでしょう。
アセットマネジメントの推計期間は約40年。でも、その先も人口減少は続き、変化はダイナミックとなります。

人口減少時代の事業プラン
は、長いほど効果的

Short distance 

Long distance 

人口減少・給水量減少・稼働率低下・
使用効率低下等をダイナミックに表現

「社人研」による将来
人口推計では、「日
本の人口は2065年
に8,808万人」と30％
減少。
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トピックス③ 広域化のメリット 「全体益」と「個別益」

広域化のメリットは、統合された全ての団体の利益となります。
つまり、広域のメリットとは「全体益」で示し、それを享受することが構成団体の目的の一部となります。
ところが、個別のメリット（ローカルな各論）をカバーしているかを問われることがあります。
これを想定して、各団体の「個別益」に対してもメリットを打ち出すことができるようなアプローチが必要です。

ＭＥＲＩＴ広域化のメリットは、
統合団体「全体益」と構成団体
「個別益」の双方をカバーすること。

全体益 個別益

構成団体首長及び議会は、これ
を見定める

「広域のメリットは、わかっ
た。で、我が市の利益って
何？」こんな、質問にも耐
えうるアプローチを。

将来推計と広域のメリットを理解されたら、皆さん
でテーブルにつきましょう。
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技術

サービス

管理

でも、料金の統一
や給水装置管理基
準は、調整しきれる

の？

トピック④ 広域化の協議とは

広域化協議は、ローカルルールに至り、そのため混乱と不協和を生み出します。
広域化メリットを獲得するため、混乱時には原点に戻ることが大切です。
協議の軸は、「管理・技術・サービス」の基準統一にあります。

小さく生んで、大きく
育てることも大事

事業統合の協議は、
何を対象とするのか？

３要素の基準統一を協議する
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トピック④ 広域化の協議とは

格差のある料金の統一や地域特性のある給水装置管理基準等。
これらは、団体間に優劣位や高低位があるように思えますが、全てはその生い立ちや周囲の環境に起因します。
真に広域メリットを理解され、広域化を目的とするならば、大事なのは「育て方」です。

技術

サービス

管理

広域は、小さく産んで大きく育てましょう。

技術

サービス

管理

３要素には、団体別に順位付けできるものがあります。顕
著なのは、料金です。でも、将来ずっと先までその順位は
変わらないのでしょうか。今後の投資をシミュレーションして
おき、広域後のある程度事業が進んだ段階で検討すること
もひとつの手法です。

スタートできる最小限の基準を設ける。 相互の事業理解が進み一体感が生まれる
頃、基準を整備を拡張していく。

「広域は小さく産んで大きく育てる。」次世代
へのリレーこそ、真の広域化の目的です。
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還元する技術継承

技術

サービス

管理

職員の資格取得・システムの整備・マニュアルの整備をすれば、大規模事業
体のような技術力を確保できるのでしょうか。
実は、技術の継承の本質は、人が備える目に見えないスキル（経験値）に
あるのではないでしょうか。

システムの整

備

マニュア

ルの整

備

資格

取得

官民問わない人材が広く求められる

•バンクのような仕組みが必要

ＡＩ活用による高度マニュアル化

•水道ビッグデータ等の整備

ロールモデル（模範者）の育成、そして継承への教育

•人から人へこそ技術の継承

最近耳にする技術的な事件では、十分な資格等を持ち合

わせた技術者によるところが多いです。単に高スキルを持つだ

けでなく、社会的規範をもって行動する社会性を持ち、この

人をフォローすれば大丈夫とするような模範熟練者の育成が

必要です。

トピック④ 「技術」に関する協議

団塊世代の技術職員の退職者増だけでなく、公共団体では短サイクル人事異動が当たり前。
技術職員不足は、今後持続的に慢性化していく可能性があります。
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みんな供給単価は上昇傾向

２位 １位 ４位 ５位 ３位４位 ２位 ５位 ３位 １位

技術

サービス

管理
広域化最大の難関、料金問題。でも、こんな結果もあるんです。

供給単価の将来シミュレーションです。４０年後、一番下位のレッド市は３位に上がり、一番上位のオレンジ市は
グリーン市の次になっています。現時点での供給単価は、将来への投資を考慮したシミュレーションにおいて、順位
付けが変わってきます。こうしたことも加味すれば、料金格差は将来的課題として推移を見守り、統合時に一気に
片付ける問題ではないとも考えられます。

現在の供給単価順位 ４０年後の供給単価順位

トピック④ 「サービス」に関する協議
広域化協議の最大の難関は、「料金問題」。
当たり前のように、一番高い団体と一番安い団体が存在し、そこでの共通項は見つけにくい。
スマートな解決方法がない中、将来を推計した結果が次の通りです。
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技術

サービス

管理

スタート時の「組織」がそれを背負う

広域スタートの混乱を最小限に食い止めるものは、
新しい「組織と統治」です。それを実現できる「組
成」を行わなければなりません。

トピック④ 「管理」に関する協議

多様な管理は基準を定め、明文化されていきます。しかし、事業要素として水源や浄水処理が異なる
だけでなく、地勢や産業構造等も各団体に個性があり、基準では全てをカバーできずにスタートします。
それを支えきれるかは、ガバナンスに委ねられ、それを保全するために「組織」が形成されます。

実務の成功は、ガバナンス
が握っています。
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水道事業の

官民連携とは
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「広域化」と共に ～官民連携の収穫～

「広域化」には、いくつものパターンがあります。これを検討するときに、同時に進めるべきスキームが「官民連携」
です。広域化によるサイズ変更において、有効な官民連携とマッチングすることで、より高い効果を収穫できます。

広域化＆官民連携
個別業務
委託

第三者委託 DBO/PFI
SPC/
出資会社

ｺﾝｾｯｼｮﾝ

事業統合 △ ◎

経営一体化 △ ○ ○

管理一体化 △

施設共同化 － － － － －

広域化と同時に官民連携を考える。
事業領域拡張・事業管理多様に対応するために、民間活用は有効な手段として考えます。「最適」な事業経
営を研究して、広域化と官民連携を共に活用していきましょう。

広域化と官民連携のスキームマトリックス（一例）

PUBLIC PRIVATE

PARTNERSHIP
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これからの地方水道事業

21世紀の
事業

スケール

Ａ広域

群馬
東部

Ｂ広域

Ｃ広域

21世紀に有効な事業スケールを求めて

・需要予測では、2050年
には給水人口が
約35万人に
（事業規模縮小）

・施設利用率は更に低下。
余剰施設や配管効率低
下が、著しく顕著となる。

・21世紀のマネジメントと
してふさわしいフレーム
とは。与えられた状況で
は、克服できない諸問題
が多発。

UPSIZE

DOWNSIZE
and

spiral
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５０年後の未来 人口減少の時代 縮みゆく水道事業

spiral

and

地方水道事業が行き詰まる前に

研究業務に対する補助等支援

中小企業体へのサポート体制確立

現場に立つアドバイザー制度

官民連携と広域化の推進

これからの地方水道事業 ～希望～

UPSIZE

DOWNSIZE
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包括業務委託導入後のコスト削減効果等

地域経済波及効果

行政コスト削減効果

７，８７０万円/年

１億４，０００万円/年

包括業務委託

地域市場

生産誘発

雇用創出

地元採用 ６
０％

経済効果
５年で 約７

億円

平成合併

料金統一

低水準料金
統一可能

その他経費人件費

300

200

100

H18 H19 H20 H21 H22

800

700

600

500

400

包括委託 行政コスト削減効果委託前

包括業務委託 ２ndステージへ
H24.04～H29.03

包括業務委託 １stステージへ
H19.04～H24.03

5年で7億円削減効果

４条予算施工業務 ＤＢＯ実施

５.包括委託 ２ndステージ
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